
有形固定資産合計 土 地 73¶492¶435¶166 ` ` 73¶492¶435¶166 ` ` ` ` ` 73¶492¶435¶166

建 物 11¶019¶260¶083 458¶370¶626 1¶816¶301 11¶475¶814¶408 3¶657¶064¶972 548¶716¶975 ` ` ` 7¶818¶749¶436 (注１)

構 築 物 556¶323¶535 25¶384¶166 3¶439¶540 578¶268¶161 187¶819¶050 24¶869¶597 ` ` ` 390¶449¶111

工 具 器 具 備 品 3¶141¶404¶883 215¶612¶091 40¶366¶264 3¶316¶650¶710 1¶559¶194¶769 492¶992¶573 ` ` ` 1¶757¶455¶941

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84特定の償却資産の減価に係る会計処理£及び「第89資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損
失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 10¶038¶144¶655 354¶249¶576 1¶816¶301 10¶390¶577¶930 3¶458¶788¶132 492¶453¶252 ` ` ` 6¶931¶789¶798

構 築 物 478¶689¶230 6¶938¶347 3¶439¶540 482¶188¶037 176¶611¶444 21¶177¶923 ` ` ` 305¶576¶593

工 具 器 具 備 品 512¶002¶469 6¶836¶770 2¶943¶402 515¶895¶837 262¶475¶124 66¶349¶667 ` ` ` 253¶420¶713

船 舶 129¶700 ` 4¶900 124¶800 124¶799 ` ` ` ` 1

車 両 運 搬 具 9¶691¶990 ` 6¶240¶084 3¶451¶906 3¶451¶905 ` ` ` ` 1

計 11¶038¶658¶044 368¶024¶693 14¶444¶227 11¶392¶238¶510 3¶901¶451¶404 579¶980¶842 ` ` ` 7¶490¶787¶106

有 形 固 定 資 産
(特定償却資産以外)

建 物 981¶115¶428 104¶121¶050 ` 1¶085¶236¶478 198¶276¶840 56¶263¶723 ` ` ` 886¶959¶638

構 築 物 77¶634¶305 18¶445¶819 ` 96¶080¶124 11¶207¶606 3¶691¶674 ` ` ` 84¶872¶518

工 具 器 具 備 品 2¶629¶402¶414 208¶775¶321 37¶422¶862 2¶800¶754¶873 1¶296¶719¶645 426¶642¶906 ` ` ` 1¶504¶035¶228

図 書 3¶135¶324¶968 59¶439¶246 1¶667¶059 3¶193¶097¶155 ` ` ` ` ` 3¶193¶097¶155

車 両 運 搬 具 ` 2¶267¶365 ` 2¶267¶365 37¶789 37¶789 ` ` ` 2¶229¶576

計 6¶823¶477¶115 393¶048¶801 39¶089¶921 7¶177¶435¶995 1¶506¶241¶880 486¶636¶092 ` ` ` 5¶671¶194¶115

非 償 却 資 産 土 地 73¶492¶435¶166 ` ` 73¶492¶435¶166 ` ` ` ` ` 73¶492¶435¶166

美 術 品 ・ 収 蔵 品 13¶642¶740 ` ` 13¶642¶740 ` ` ` ` ` 13¶642¶740

建 設 仮 勘 定 147¶020¶195 20¶223¶000 147¶020¶195 20¶223¶000 ` ` ` ` ` 20¶223¶000

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。
（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 その他（売却損益）

23¶908¶600 95¶469¶864
(36¶345¶117)

`

(注４) 「賃貸費用の額」（ )は損益外減価償却相当額を内数で表している。
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５．資産除去債務に関する注記
\ 資産除去債務の概要
放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく建物附属設備及び工具器具備
品の除去費用等である。

] 資産除却債務の金額の算定方法
負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を１年～35年と見積り、
割引率は0•129％～2•275％を使用している。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 15¶139¶076円
有形固定資産の取得に伴う増加額 `円
時の経過による調整額 160¶791円
期末残高 15¶353¶867円

~ 当事業年度より改訂後の「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（平成23

年１月14日最終改訂）及び「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関す
る実務指針（平成23年２月15日最終改訂）に基づき資産除去債務に係る会計処理を適用したこと
による期首時点における残高である。

６．積立金の国庫納付等
\ 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は72¶306¶315円であり、これに前中期目標期間の
最終年度の未処分利益251¶283¶539円及び目的積立金の使用残額336¶385¶039円を加えると、積立金
は659¶974¶893円となる。

] この積立金659¶974¶893円のうち、今中期目標期間の業務の財源及び固定資産の見合い等として
繰越の承認を受けた額は447¶030¶679円であり、差し引き212¶944¶214円については国庫に納付した。
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